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権特章換機護運動の可能性と
一ーインターネットの投書号からの一考察一一
矢島敦子
序章
インターネットの普及に代表される情報革命(InformationRevolution) は、情報
技術を用いて市民への監視を強化する政府と、情報技術を武器に既存の体制に挑戦す
る市民主導の民主主義の双方を出現させたらアメリカで2001年9丹1 日に勃発し
た同時多発テロ(以下9・11)は、このような領向を顕在化させるとともに、それに
拍車をかけた出来事であるO
9・11後、ジョージ 'W'ブッシュ(以下ブッシュ)政権は、「テロとの戦い (War
on Terrorism) Jの名の下に、最新の盗聴・傍受 -Et視技術を導入しで情報収集能力
を高めるとともに、法執行機関、諜報機関、軍部i習の情報共有を円滑化した。 2001
年10月初日に成立した愛居者法 (USAPATRIOT Act of 2001)の第215条は、捜
査機関に、本人に通告することなく図書館・書庖の利用記録、医療カルテなどの有形
物を入手する権限を与えた。同法214条は、捜査官が裁判所の許可を得て、ベンレジ
スター(監視対象機器から通信が発せられた場合、受信者番号がわかる技術)とトラッ
プアンドトレース(監視対象の機器に通信が送られた場合、発信者番号が特定できる
技術)を適用することを可能にした。 216条では、これらの技術をインターネット通
信にも適用可能にし、閲覧したウェブページや電子メールの送受信記録をリムーバル
ディスクに収めることのできるカーニボー (Carnivore)の設置も可能とされた。さ
らに、 CAPPSI (航空機旅客審査システム I)3やMATRIX(:ト1'間対テロ情報交換
システム) 4など、政府の所有するデータベースと民間データベースを結合し、テロ・
犯罪につながる情報を探し出すシステムの開発や試験的導入も進められた。捜査機関
による政治・宗教活動への監視も強化され、合法的かっ平和的に行われる活動につい
ても監視・潜入がE立つようになった o 9・11以来、日常生活の様々な局面を監視
対象とするテロ対策の導入に伴う、市民的自由 6・プライバシーの侵害が懸念されて
いる O
興味深いのは、一方では監視を強化するために用いられている情報技術が、市民に
よって、テロ対策による市民的自由・プライバシーの侵害への抵抗運動を拡大・深化
させるためにも利用されていることであるO しかし、政府による監視に焦点を当てた
研究が蓄積される一方で 7、情報技術を用いてそれに対抗する市民運動については十
分に研究が進められていない。反愛国者法運動の高揚に伴い、いくつかの文献が、市
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民主導の反愛国者法運動に言及している o しかし、広がりを見せる市民主導の反愛
国者法運動の背景にある情報技術の役割について、詳細に考察した研究は現在のと
ころ欠けているO 市民的自由擁護運動は、主にアメリカ市民的自由連合 (American
Civil Liberty Union、以下ACLU) などの公共利益i主体によって、訴訟・法的保護・
公共教育などの伝統的な手段を通じて担われてきた。しかし、 9・11後は、公共利益
団体の活動に加え、住民の主導による、地方政府や州政府に反愛居者法決議を可決さ
せる権利章典擁護運動 (Billof Rights Defense Campaign)が広がりを見せている。
2003年7月までに、 3つの州政府と 152の地方政府が決議可決に成功した。こうした
運動に促され、 2003年7月22日、連邦議会下院は、愛国者法213条に基づく「被疑
者に事前に令状発行を告知することなしに行われる捜査Jへの予算を禁止する修正案
を309対118という圧倒的多数で可決した。政治的動員を行うために求められる資金、
訓練されたスタッフ、強力な組織などの資源を持たない市民団体が、なぜここまで運
動を波及させることができたのか。
9・11後のアメリカにおけるテロ対策と市民的自由をめぐる政治力学は、今後のテ
ロ対策の行方を少なからず左右するに違いない。そのため、権利章典擁護運動の活動
とその政治的影響力の考察は、今後のテロ対策と市民的自由をめぐる政治過程の行方
を解明する新たな視点を提供すると考えられる O
本稿は、 9・1勃発から、権利章典擁護運動が最も高揚した 2003年9月までを対象
に、以下の2点の考察を行うことで権利章典擁護運動の政治的影響力を採ってみたい。
第1に、権利章典擁護運動と情報技術の関連である。特に本稿では、権利章典擁護委
員会がインターネットを活用したことに着目し 9、その特質が運動の拡大・深化にい
かに作用したか、その影響力の制限要因は何かを考察する O 第2に、権利章典擁護運
動の高まりが、 9・11後のテロ対策と市民的自由をめぐる政治過程に、いかなる影響
を与えたかを明らかにするO
第1章では、権利章典擁護運動とインターネットの関連性について考察するための
一つの分析視角を提供するため、インターネットが草の根アドボカシーに与える可能
性と、その政治的影響力の限界を体系的にまとめた先行研究を考察する O 第2章では、
権利章典擁護運動を組織したノーザンプトン権利章典擁護委員会 (NorthamptonBil1 
of Rights Defense Committee，以下BORDC)が、インターネットの特質をどのよう
に利用して運動を拡大・深化させたか、その政治的影響力の制限要因は何かを考察す
るO 第3章では、権利章典擁護運動の高揚がテロ対策と市民的自由をめぐる政治過程
に与えた影響を、連邦議会議員の投票行動に関する先行研究を援用して考察するO
以上の考察を通し、 BORDCはインターネットを用いることで、運動の担い手や支
援者の獲得と彼らへの情報提供を、低コストで迅速に行えたことが、短期間で運動を
拡大できた要因であったことが明らかになる O また、インターネットの双方向性は、
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BORDCとメンバー問、あるいはメンバ一向の情報共有を促進し、運動の拡大・深化
に貢献したことが鳴らかにされるであろう O
さらに、権利章典擁護運動の高揚は、連邦議会議員に、市民的自由の侵害を深く憂
慮する有権者が背後に控えていることを認識させ、多くの議員を愛国者法の改正に向
かわせる政治力学を形成したことが実証されるO しかし、権利章典擁護運動が草の根
の意思を実際の立法につなげられるかは、①委員会委員長や共和党指導部を取り込
むことができるか、②各地の権利章典擁護委員会が、議員に、彼らの要求を無視で
きないという認識を与えることのできる力強い働きかけを継続できるかに、多くがか
かっていることも明らかになる O
第 1主 インタ}ネットを用いた苧の根アドボカシー:その可能性と限界
過去十年ほどの間に、インターネットを用いて政治的自擦を追及した事例を扱っ
た研究が多数蓄積された九多くの考察は、知名度が低く小規模な団体や、国政選
挙や地方選挙における無名候補が、インターネットを巧みに利用して政治的目標を
達成したことを指摘する O 例えば1998年には、連邦預金保険会社 (FederalDeposit 
Insurance Cooperation，以下FDIC)が金融機関に、顧客の「疑わしい取51Jについ
て報告義務を課す規則の制定を試みた際、それに反対するリパタリアン党(Libertari an 
Party)の主導で、ウェブ上で反対キャンペーンが展開され、 FDICに30万通の反対
メールを送りこむことで同規則を葬った 110同じく 1998年に、選挙運動を支える組織、
資金に乏しかった元プロレスラーのジ、エシー・ベンチュラ(JesseVentura)が、インター
ネットを巧みに利用して支持を拡大し、ミネソタ州知事に当選した i20
では、インターネットのいかなる特質がこのような政治的成功を導いたのか。また、
インターネットを用いたアドボカシーには、いかなる限界が存在するのか。本章では、
インターネットを用いたアドボカシーの可能性と限界について体系的に整理した先行
研究を考察し、次章でインターネットと BORDCの関連について考察を進めるための
分析視角を提供する O
公共利益団体「民主主義・技術センター (Centerfor Democracy and Technology) J 
でアドボカシーに携わったパーマンとミュリガン (Bermanand Mulligan， 2003) は、
インターネットの①分散性・開放性 (decentralizedand open)、②グローバル性
(global)、③豊富な情報と低コスト (abundantand inexpensive)、④双方向性・利
用者本位 Gnteractiveand user controlled) という 4つの特質が草の根アドボカシー
に適していると指摘する 130 以下では、 j二記の4つを、具体例を交えて概観してみた
?
?
?
?
?
、 ??
①分散性・開放性:ウェブ空間は、新聞・テレビのように、少数の管理者によっ
て扱う話題が決定されることはなく、あらゆる団体・個人に門戸が開かれている O 従っ
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て、主要メディアで取り上げられることのない団体・個人も、ウェブ上に参入して自
らの主張を表明し、賛同者を獲得する機会が得られる 150
②グローパル性:アドボカシーを行う団体や偶人は、ウェブ上で自らの主張を表
明することで、地理的な壁と時差の壁を越えて、主張に賛同する人々を獲得すること
ができる oNGOが、国境の壁を越えてメンバーを獲得し、活動のI1屈を広げているのは、
この特質を利用した例であろう O 他方で、インターネットは、テロや暴力的活動を行
う団体によって、国境を越えたメンバーの獲得や活動の計画・調整にも用いられ、捜
査当局がウェブ上の監視を強める根拠とされているO
③豊富な 9情報と低コスト:インターネットが、アドボカシーのコストを引き下げ
たことは疑いのない事実であろう G まず、アドボカシーを行う団体や個人は、高料金
を支払って新開の紙面やテレビの放映時間を購入しなくても、ウェブ上でメッセージ
を流すことで、賛同者を獲得する機会が得られるようになった。さらに、パーマンと
ミュリガンが指摘するように、ウェブページを更新することで最新情報を提供でき、
活動の調整や計画をウェブ上で行うことも可能になったため、少人数のスタッフと低
予算で活動を維持できるようになった 160
④双方向性と利用者本位:新聞、ラジオ、テレビ、ケーブルテレビなど従来のメディ
アは、作成者が一方的にメッセージを送信し、視聴者がそれを受け取るという流れを
つくってきた。しかし、アドボカシ一団体のウェブページ管理者は、ページ利用者か
ら提供された'情報や、利用者の求める情報を提供することで、利用者が政治活動に参
加するために効率のよいページを作ることができるO 例えば、多くの政治団体は、メ
ンバーが関心を持つ法案が連邦議会で投票に付される蔀に、法案の要点、議員の連絡
先、電話の会話例や手紙の例文が含まれた電子メールを送信し、故治活動に不慣れな
メンバーでも、適切な時期に、効果的な活動を行うことを可能にしているO
次に、インターネットを月3いたアドボカシーの影響力の限界であるO この点につい
て、最も体系的にまとめているのはピンバー (Bimber，2003)である O 彼は、以下の
5要因がウェブを中心に行われる政治活動の影響力の制限要因であることを示した 170
第1に、マスメディア、特にテレビの議題設定 (agenda惜setting)能力がある O ケー
ブルテレビやインターネットの普及により、情報発信手段は多様化した。しかし、主
要メディアは依然として、彼らが取り上げる争点に多くの読者・視聴者の関心を引
き付ける力を維持している O 従って、特定の争点を国政レベルの争点に押し上げるに
は、ウェブ上でメッセージを流すだけでは限界があり、主要メディアで取り上げられ、
世論の関心を引き出すことが求められるO ミリオン・マム・マーチ (MillionMom 
March，以下Ml¥αtI) は、ウェブ上で始まった運動が、メディアの関心を引くことに
成功した例である 0 1\品1Mは、ニュージャージ~1‘"1 の主婦ドナ・デイーズ・トーマスイー
ズ (DonnaDees-Thomases) によって呼びかけられた、 2000年5月14日(母の日)
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に、ワシントンnc.で厳格な銃規制を求める1万人の母親が行進を行う計画であった。
彼女は、各ナトiで運動を組織する協力者をウェアゃ上で、募集し、緩やかなネットワークを
作りあげ、それを利用して主要メディアの注目を集め、資金やボランテイアを獲得す
ることに成功したお。
第2に、政治制度の壁である O 情報革命に伴い、アドボカシーの方法や組織形態は
変化をとげつつある O しかし、憲法に基づいた政治制度は、それに合わせて変化する
わけではない。例えば、アドボカシーの成果により、ある法案が多くの議員の支持を
獲得したとする O しかし関係する委員会や議事運営を支配する多数党揺導部の支持
がなければ、成立どころか委員会審議すら期待できない。また、任期が短く世論に敏
感な下院で法案が可決されても、上院で可決されない可能性や、両院協議会で修正さ
れることもあるO 彼らは、このような政治制度のハードルをクリアしながら白標を追
求することを求められる O
第3に、顔を合わせたコミュニケーションの重要性である O 例えば、アメリカ政府
高官は、各業界のロピイストや産業界の指導者、アカデミック界の重要人物などと面
会して信頼関係を築くことを重視している O インターネットを過したコミュニケー
ションは、このような信頼関係を深めることはあっても、それに取って代ることはな
。? ???、 ?? ?
第4に、活動の継続性である O ウェブ上で形成された団体の多くは、伝統的な政治
自体が持つ組織、会費を支払う会員、活動を財政的に支える財団などを持たないため、
活動を維持する基礎体力に欠けている O そのため、 h品仏4が行進の実現後、銃被害者
が結成したベル財団 (Bel1Foundation) と同盟したことに見られるように、単独で活
動を継続することは難しい 200従って、ウェブ空間を中心に行われる運動は長期的な
立法過程よりも、呂標が明白に規定され、活動期間が棋定された運動に効果を発揮す
ることが指摘されている 210
第5に、引き下げられたコミュニケーションコストに伴う、低評価されがちな情報
価値である O クリックするだけで、瞬時に多数の人々にメッセージを送信できる電子
メールは、切手を貼って投函する手紙や通信料のかかる電話・ファックスと比べ、経
済的・時間的コストが少ない。従って、大量送信が相次ぐことで、受け手に軽視され
がちになるという欠点が出てくる O 例えば、電子メールキャンペーンを通じた連邦議
会議員への働きかけについて、多くの先行研究が以下の2つの調査を引用してその効
果を疑問視する 2200MBWatchの調査によると、連邦議会議員への働きかけを行う
手段として最も効果的なのは、直接訪問と電話であり、それにファックスと誠意のこ
もった電子メールが続き、組織的に送信されたことが明自な電子メール、ポストカー
ド、手紙、署名っきの請願は最も軽視される 230 さらに、ジョージ・ワシントン大学
と議会経営財団 (CongressionalManagement Foundation)の共同調査は、多くの議
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員事務所が洪水のように押し寄せる電子メールの処理に悩まされていることを指摘
し、ジヤンクメール及び選出区外から届いたメールを、選出区から届いたメールと区
別する装置の導入を提言している 24
次章では、権利章典擁護委員会がインターネットのいかなる特質を利用して運動を
拡大・深化させたか、その政治的影響力の制限要因が何かを、本章で提示した観点を
一つの着眼点として考察を進めてみたい。
第2章 権利率典擁護運動の生成と発展
2.1.権利章典擁護委員会の結成と活動
9・1の恐怖は、アメリカ国民のテロ攻撃から安全を確保したいという欲求を著し
く高めた。 9fj 13-14日にCBSと『ニューヨーク・タイムス』紙によって行われた世
論調査では、回答者の 74%が、テロ攻撃から国家の安全を確保するためには個人の
自由をある程度犠牲にすることはやむをえないと回答していた 250
9・1勃発直後、ブッシュ大統領やジョン・アシュクロフト QohnAshcroft)司法長官、
ロパート・ミューラー (RobertMuller) FBI長官は、演説や記者会見では、中東出
身者やイスラム教徒に対する犯罪が起こらないよう配慮する姿勢を見せた。しかし、
司法省と FBIは、長年批判の対‘象になってきた、具体的な違法行為あるいはその明
白な疑いではなく、人種や信条に基づいて監視・取り締まりを行う捜査から脱却でき
なかった。 9・1勃発直後から、中東・南アジア諸国出身者やイスラム教徒が、ビザ
の期限切れなどを理由に予防的逮捕の名の下に次々と拘束を受けた 260 極端な愛国心
と非寛容が世論を支配し、政府のテロ対策に異義を唱える市民がFBIの訪問を受け
る事例も目立ち、多くの市民を沈黙させた。
他方で、 9・1勃発直後から、リベラル系の市民的自由擁護団体をはじめ、リバタ
リアン団体、サイバーリパティ団体、移民権利擁護団体などが、議会と世論に向けて
テロ対策と市民的自由・プライバシーのバランスの重要性を唱道し続けていため、そ
れは常に争点として存在した。しかし、ブッシュ政権のテロ対策への世論の支持は極
めて強く、多くの議員はそれを反映してブッシュ政権のテロ対策に支持を与えていた。
愛国者法や国土安全保障法などの議会審議で、民主党議員は fテロに甘いjというレッ
テルを貼られることを恐れ、市民的自由やプライパシー擁護のための行動を抑制しが
ちであり、その批判を恐れずに行動できたのは主にリバタリアン派 27の共和党議員
であった。
しかしリベラルな気風を持つ学園都市やニューイングランド地域と西海岸地域で
は、このような状況が危娯され、地方政府に市民的自由の尊重とそれを侵害するテロ
対策法・行政命令を非難する決議を可決させる草の根レベルからの運動が進行してい
た。 2001年1月に、マサチューセッツナHノーザンプトン市で25名の有志が結成した
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BORDCは、この運動の推進力となった。 BORDCは、まずノーザンプトン市の住民
に、愛国者法や関連する行政命令、権利率典に隠する教育を開始した。愛国者法は、
議員の多くが読まずに投票した 300頁以上にわたる難解な法であり、多くの住民は存
在さえも知らなかった。 BORDCは、同法の要点をわかりやすい言葉で解説し、いか
なる点で市民的自由やプライバシーを侵害しているかを説き、住民を啓発した。さ
らに、市長、警察署長などの影響力のある人物に働きかけ、彼らの運動に支持を求め
た。 2002年2月48、BORDCは、市長、市議会議長、普察署長、マサチューセッツ
大学教授とスミスカレッジ助教授、 ACLU西マサチューセッツ支部長らの重要人物を
含む約 300人の住民の参加を得て、 9.11後の市民的白山を議論するタウンミーテイ
ングを開催した。ミーティングでは、上記の要人による 9・1後の市民的自由に関す
る演説が行われ、さらに、 BORDCが作成した、市当局に権利章典の精神の尊重を要
求する請願への署名を集めることが決定された。警察署長は、愛国者法は連邦政府の
法であり、ノーザンプトン警察が愛国者法に基づいて FBIに協力する義務はないた
め、 FBIに住民の市民的自由を侵害することが明白な捜査への協力を要請されても従
わないことを明らかにした 28 次に BORDCは、市議会議長から、市議会に提出する
反愛留者法決議のスポンサーになることへの承諾を得て、彼と協力して決議文を作成
した。決議文は市議会議長の手で提出され、2002年5月2日に全会一致で可決された。
このように BORDCは、決議可決の鍵を握る人物の支持を獲得する戦1各で、約半年間
で決議可決に成功した。 BORDCは、運動の認知度を高めるため、ノーザンプトン市
議会での決議可決を、即座に地元メディアと主要メディアに発表した 29
さらに、 BORDCは、彼らの経験を生かし、ウェブページ上で運動の進め方と愛国
者法や関連する行政命令に関する情報をわかりやすい言葉で解説し、他のコミュニ
ティーに同様の運動を促した。彼らのウェブページは、草の根レベルでくすぶってい
た市民的自由侵害への憂慮に距離を越えて訴えかけ、コミュニティーで、行動を起こす
手段を提供した。関心を持つコミュニティーは、委員会を組織するためBORDCに電
子メールや電話でアドバイスを求めた 300 可決されていく決議の数は、BORDCのウェ
ブページでカウントされていった。可決方式は、権利章典の重要性を再確認する決
議から、連邦政府機関が要請する市民的自由を侵害する捜査への協力を禁止する条例
( ordinance)まで多様であった。
各地で運動に参加あるいは支持を与えた人々は、運動が権利章典の擁護というアメ
リカ国民の心情に訴えるものであったこと、愛国者法によって不利益を被る人々が広
範囲であったことから、市民的自由擁護団体、図書館団体、反戦運動団体、宗教団体、
弁護士団体、女性団体、労働組合、移民権利擁護団体、環境保護団体、動物愛護団体、
保守系団体、中絶反対団体、銃所有者団体の支部、ナ1'議会議員、地方議員、警察官、
退役軍人、大学生など極めて多様であった。権利章典擁護運動は、政治団体の参加・
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支持を得ることで、政治団体が蓄積した活動のノウハウ、資金、人脈、政治的影響力
などを補うことができたo BORDCのウェブページでは、彼らの経験に基づく情報を
一方的に提供するだけではなく、インターネットの双方向性を生かし、他のコミュニ
ティーから寄せられた経験や使用されたポスター、パンフレットなどもアクセス可能
にし、運動進行中のコミュニティーがアイデイアや資源を共有できるよう配慮してい
た。
2002年10丹から BORDCは、新たに導入されたテロ対策プログラムの概要、議会
の動向、各地の委員会の活動等を伝える、電子メール形式の月刊ニューズレター「反
対することは愛国的だ (Dissentis Patriotic) Jの送信を開始した。また、メンバーを
居住区選出の議員への訪問、電話、ファックス、手紙書きに動員するための行動メー
ル (BORDCAction Alert)の送信も開始した。連邦議会の議事録、投票結果、提出
された法案などが検索できるウェブデータベース iTHOMASJや、議事スケジ、ユー
ルが掲載された上下両院の委員会のウェブページは、利益団体や関心を持つ園長が
議会の動向を把握するために貴重な情報を提供していた。 BORDCは、そこから得た
情報や政治団体から提供された情報を、インターネットを通じて迅速に提供すること
で関心を持つ市民の政治参加への道を開き、政府や議会を監視し返す運動を組織して
いったのであるO
なお、初回のメールマガジンは、権利章典擁護運動の戦略を以下のように規定して
いた。
愛国者法と関連する命令などを修正させるための我々の行動計画は、草の
根レベルでは、住民と地方議会議員に市民的自由に対する脅威を説き、 f市
民的自由安全地帯 (civilibertiessafe zones) Jを確立する決議を可決するた
めに団結させることである O
草の根の行動を国政レベルの立法戦略につなげるために、決議を可決した
コミュニティーは、ナト!レベルで連合を形成する O 連合のメンバーは、州選出
の全ての上院・下院議員に面会して、市民的自由を回復するための立法活動
を行うことを公式に表明し、積極的に行動するよう働きかける 31
このように、彼らはコミュニティー単位で決議を可決するだけではなく、草の根
の意思を連邦議会につなげることを目標に据えていた。それを反映し、 BORDCの
ウェブページでは、決議可決後の活動についても情報が提供され、委員会同士ある
いは労働組合、宗教団体、エスニック団体など運動に協力的な団体との連携を促す
ために、各地の委員会や団体の電子メールアドレスやウェブページ、へのリンクも設
けられた 320
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2.2.権利章典擁護運動の拡大と深化
アメリカの主要なイラク反戦運動組織は、①戦争の拡大と、②それを支えるための
居内での政府批判の抑圧と人種差別という、ブッシュ政権の国家運営のあり方そのも
のへの批判を掲げていた。 2002年後半から 2003年前半期にかけ、権利章典擁護運動
は、反戦運動の理念の一部を共有する運動として支持と協力を得て、力をつけていっ
た330 2002年1月から 12月までの決議可決数は 22であったが、 2003年l月から 3月
までのたった 3ヶ月間で56地方政府が決議可決に成功した。この頃には、 BORDC
の活動が、主要メディアの注目を集めるようになっていた。
決議可決数の増加には、委員会関のネットワークの拡大・深化も作用していた。
2003年2月9臼に、オレゴン州のレーン郡権利章典擁護委員会 (LaneCounty Bi1l of 
Rights Defense Committee， LCBORDC)は、ナ1'内で権利章典擁護運動に従事する活動
家を集めてワークショップを開き、ノウハウの共有と委員会問の連携を図った。ヴァー
モントナ1'1のブラッテルボロ権利章典擁護委員会 (Brattleboro'sBil1 of Rights Defense 
Committee)は、 2003年2月4日に決議可決に成功した後、川内の 1コミュニティー
のタウンミーティングで決議を提出することを支援した。 2003年3)=]3-4日には、
1全てのタウンミーテイングで決議が承認された 34 また、当初は権利章典擁護運動
が行われるのは、革新的な運動を受容する基盤のある大学都市やニューイングランド
地域と西海岸が中心であったが、この頃には共和党の支持基盤にも運動の波及が見ら
れた。保守的気質を持つアラスカ升|でも、 2003年5月21日に州レベルの反愛国者法
決議が可決された。同ナ1'選出のドン・ヤング (DonYoung， R-AR)下院議員は、 2003
年2月に「愛国者法は、我々が今までに可決した法のなかで最悪の一つだJ35という
発言を見せ、同法改正を支持した。更に、愛国者法に賛成票を投じたリサ・ムルコウ
スキ (LisaMurkowski， R -AK)上院議員は7月に、「他人の権利保護法案 (S1552)J
を提出した。
連邦議会議員への働きかけも活発化し、それを受けて愛国者j去の修正を求める法
案も上下両院で増え始めた。例えば、権利章典擁護運動の賛同者であり、各地に支
部やメンバーを持つ図書館・書庖団体の働きかけは着実な成果を上げた。ヴァーモン
ト図書館協会会長は、バーナード・サンダース (BernardSanders， 1-VT)下院議員
に、愛国者法215条によって捜査のための記録提出を要求できる対象から、図書館・
書j苫を外す修正案の提出を手紙で促した 360 これがサンダースを動かし、 2003年3月
6日に読書の自由保護法 (Freedomto Read Protection Act. HR1l57)が提出されたO
BORDCは、翌7日に行動メールで、 HRl157の概要と共同提案者の24人の議員名を
伝え、居住区の議員が共同提案者でなかったら、議員に、電話や手紙で、共同提案者
になるよう働きかけることを促した 370 5月末までに、共同提案者は、 9人の共和党
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議員を含む 105名に増えた。しかし、 BORDCは、下院共和党指導部にHR1157が超
党派の支持を受けていることを認識させ、ヒヤリングを開催させるには、共和党の共
同提案者をさらに増やす必要性を感じていた。 5月29日の行動メールには、「市長的
岳El3安全地帝jに含まれる区の選出議員と共同提案者になる可能性のある議員のリス
トがつけられ、議員が帰省した際に訪問することと、選挙区の事務所やワシントン事
務所に電話、手紙、ファックスを通じて集中的に働きかけることを促した 380 6月17
日のニューズレターでは、議員への訪問、電話や手紙が功を奏し、 HR1157が12人の
共和党議員を含む114名の共同提案者を得たことが伝えられた。さらに、選出区の議
員が共向提案者であったら、司法委員会委員長ジ、エームス・センセンブレナ-(James 
Sensenbrenner， R川市議員にHR1157のヒヤリング開催を促すことが要請された。
センセンブレナーの選出区のメンバーには、有権者として彼にヒヤリング開催の希望
を伝えることが促された 390
7月には下院で、 12004年度商務・司法・国務・裁判所歳出予算法案」の審議に伴
い、愛国者j去を予算から統制する動きが現れた。サンダースは、 FBIがテロ捜査のた
めに、書f苫の購入記録や図書館利月3記録の提出を求めることを禁止する修正案の提出
を企図した。 BORDCは、 HR1157とサンダース修正案の可決を、草の根の運動を議
会につなげる最初のステップと位置づけ、行動メールで居住区の下院議員へ働きかけ
ることを促した。しかし、サンダースが盛んに記者会見を開いて修正案を売り込んだ
ことが下院の反発を招き、修正案を阻止する動きが現れたため、彼は提出をj祈念せざ
るをえなかったへ他方で7月2日、オター (C.L.Otter， R-ID)議員は、愛国者法に
よる市民的自由の侵害を憂慮する住民の訪問を受けたことに言及しながら 41、愛居者
法213条に基づく「事前の告知なしに行われる捜査jへの予算を禁止する修正案を提
出した。アイダホ州は、アイダホ緑の党がポール・リビアプロジェクト 42を展開し
たことに見られるように、権利章典擁護運動が活発であり、彼の選出IRに含まれるボ
イス市でも「ボイスの愛国者たち (BoisePatriots) Jが活動していた。オター修正案
は、このような運動の成果であった。 I司修正案は、オターが西部議員連盟 (Western
Caucus) に、デニス・クシニッチ (DennisKucinich， D-OH)下院議員が進歩的議員
連盟 (ProgressiveCaucus)に働きかけ、超党派で、支持を広げていたことも手伝い 43、
309対-184 という圧倒的多数で可決された。
オター修正案の可決と権利章典擁護運動の高揚は、政権側を愛国者法への支持を
再結集する動きに乗り出させた。司法省は 7月25B、デニス・ハスタート (Dennis
Hastert， R-IL)下院議長に、オター修正案を歳出予算案から外すことを要求したへ
司法長官は、 8)~ 19 1:1から 9月25日にかけ、各地の法執行者に愛国者法の意義を説
くために30都市を訪れた。しかし、彼が最初に訪れた 15都市で、あまりにも多数の
愛国者法反対者が彼を待ち構えていたため、司法省は安全上の理由から残りの都市で
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は彼の訪問の事前告知を極力遅らせた。また、司法長官が遊説中の約 1ヶ月間に、 27
もの地方政府が反愛国者法決議を可決した。このように、愛留者法への支持を再結
集するためのキャンベーンは、皮肉にも司法長官と愛国者法への反発を高める結果に
なった。最終的にオター修正案は 1月にj歳出予算案から外されるが、政権に切迫感
を与えるには十分効果的で、あったと考えられよう O
以上の考察を基に、①インターネットの持つ特質がどのように権利章典擁護運動の
拡大・深化に貢献したか、②その影響力の制限要因は何かを整理してみたい。本章の
考察から、権利章典擁護運動の拡大・深化にインターネットが果たした役割を明らか
にするには、パーマンとミュリガンが指摘した 4つの特質に、インターネットによる
情報伝達の「迅速性J(rapidity)を加えるのが適当と考えられる o BORDCの活動は、
当初は主要メディアで扱われなくても、ウェブ上に参入することで(分散性・ I~言放
性)、地理的壁を越えてメンバーを獲得し(グローパル性)、ウェブ上でノウハウや最
新の情報を提供できたため、低コストで運動を拡大できた(豊富な情報量と低コスト)0 
また、 BO叉DCはメンバーから提供された情報をウェブページに掲載して共有を促す
ことで、活動全体を充実させるために利用でき、メンバーはBORDCからウェブペー
ジや行動メールを通じて最新の情報を得ることで(迅速性)、適切な|時期に効果的な
行動ができたため、相互に協力して運動を拡大・深化させることが可能になったと考
えられる(双方向性と利用者本位)。
しかし、権利章典擁護運動の影響力は、ピンバーの指摘した政治制度の盤、特に議
会の議事運営規郊の壁に妨げられていたことは明白であろう O まず、サンダース修正
案は、議場投票に持ち込むことができなかったヘオター修正案は 2003年7月に圧
倒的多数で下院を通過したが、予算案に組み込まれなかった。さらに、テロ対策に市
民的自由とのバランスを回復させることを意図して提出された法案の大半は、委員会
に送られた後、ヒヤリングが開かれないまま会期が終了した。 BORDCが指摘するよ
うに、下院司法委員長が提出した f反テロ諜報手段向上法J(HR3179)は、共同提案
者が他一人にも関わらずヒヤリングが開催され、サンダースの「読書の自由保護法j
は147名の共同提案者を集めてもヒヤリングは開かれなかったヘこのように、権利
章典擁護運動は、草の根の意思を国政レベルに押し上げることには成功したが、法案
の行方を左右する委員会委員長と議事運営を司る共和党指導部の支持を得られず、立
法につなげられないという限界を露呈した。
第3章 権利孝典擁護運動の高揚がテロ対策と市民的自由をめぐる政治過程
に与える含意
前章で言及したように、 9・1直後から、市民的自由擁護団体をはじめ、リパタリ
アン団体、サイバーリバティ団体、移民権利擁護団体などが、テロ対策に市民的自由・
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プライパシーとのバランスを取り戻すことを議会や世論に向けて訴えてきた。しかし、
議会で愛居者法の市民的自由を侵害する条項の改正を支持する議員が目立ち始めたの
は、 2003年前半からであった。なぜ、この時期から多くの議員の愛国者法に対する
姿勢が変化しはじめたのか。権利章典擁護運動の高揚は、テロ対策と市民的自由をめ
ぐる政治過程に、いかなる影響を与えたのか。
本章では、この理由を、連邦議会議員の投票行動に関する先行研究を援用して考察
してみたい。連邦議会議員にロピイングを行う際は、議員が再選を優先課題に据える
ことを考厳し 48、彼らの要求が議員の選出州・区の有権者の利益と関連しており、そ
れを拒をすれば選挙で制裁を受けることを認識させられなければ議員を動かすことは
難しい九従って、労働組合など各地に支部を置く団体は、各支部に居住区の議員に
面会して働きかけるよう指示することで、多数の議員に効率よく働きかけを行うこと
ができる 500 ワシントン D.C.のみに拠点を置く団体は、議員の投票行動に影響力を
持つ同僚議員や、議員の選出区・ナ1'1の有力者などを通じて働きかけを行うのが一般的
な戦略である 510
この点を考感すると、公共利益団体らが9・11以来、テロ対策と市民的自由・プラ
イパシーとのバランスの回復を訴えてきたにも関わらず議会を動かせなかったのは、
その主張を支持する有権者が十分でなかったことが考えられる O 権利章典擁護運動の
高揚は、まさに、議員に市民的自由の侵害を憂慮する強力な有権者の存在を意識させ
たと考えられよう O グラフ 1に見られるように、 2002年に反愛国者法決議を可決し
た地方政府は、たった 22であった。また、運動が普及していたコミュニティーが少
なかったことに加え、 BORDCがメールマガジンと行動メールの送信を開始したのが
2002年10月であり、連邦議会議員に組織的に働きかけを行う手段も確立していなかっ
た。
しかし、 2003年前半期になると、イラク反戦運動との相乗効果と、各地の委員会
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図 1 ACLU，けMainStreets America Fights 翠 2 Wikipedia， U.S. Presidential 
Back"， May 2005. Electio11， 2004-
間のネットワークの拡大・深化が作用して反愛国者法決議の可決数が増加し、主要
メディアの注毘を集めるようになった。 BORDCは、拡大したネットワークを利用し、
行動メールを通して各地の権利章典擁護委員会に議員への働きかけを促すことで、各
地に支部を持つ団体のように多数の議員に効率よく働きかけを行うことができた。 権
利章典擁護委員会の訪問や電話・手紙・ファックスによる働きかけを受けた議員は、
市民的自由を侵害するテロ対策に反対する有権者の存在を認識することになった。例
えば、ジョン・テイアニー (]Oh11F. Tierney， D-MA)下院議員は、彼の選出区で行わ
れた過去5回のコミュニティー・ミーテイングで、多数の住民が愛国者法による市民
的自由侵害への憂慮を主張したこと、彼の事務所が会期中に受け取った愛国者法に関
する手紙や電子メール256通のうち、 l司法を支持するものは一つもなかったことを明
らかにした九このように、権利章典擁護運動の高揚は、愛国者法に反対票を投じた
オター、サンダース、クシニッチらの下院議員や、「テロにせい」とみなされること
を恐れて行動を控えていた上下院の民主党議員を中心に、愛国者法の改正を支持する
側に向かわせる政治力学を形成していったのであるO
しかし、権利章典擁護運動の政治的影響力には、 2つの限界が存在するO 第 1に、
前章で指摘したように、権利章典擁護運動は、法案の行方を左右する委員会委員長と
議事運営を支配する共和党指導部を取り込めず、彼らの意思を反映した法案や修正案
を立法につなげることができなかったO 図lは、 ACLUが作成した、 2005年5月時
点で反愛国者法決議を可決しているナH・地方政府の分布図である O 太線で臨まれてい
るのは、反愛国者法決議を可決した州であり、塗りつぶされているのは決議を可決し
た郡 (county) である。図 2は、 2004年大統領選挙の分布図であり、黒く塗りつぶ
されたナ1'は民主党が勝利した州、グレーで塗りつぶされた州は共和党が勝利した州で
ある o 2つを見比べると、決議を可決した州・地方政府が集中するのは民主党の支持
基盤地域が中心であり、依然として共和党の支持基盤地域を十分に取り込めていない
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ことがわかる O 従って、草の根の意思を立法につなげることができるかは、今後どれ
だけ共和党の支持基盤地域に運動を拡大でき、委員会委員長や指導部を取り込めるか
に多くがかかっていると考えられるO
第2に、各地の権利章典擁護委員会が、彼らの要求を無視したら選挙で制裁を受
けることを議員に意識させられる活発な働きかけを継続できるかであるO キングド
ン (Kingdon，1989)は、下院議員の投票行動の研究から、ある争点に対して有権者
と議員の立場にずれが生じた場合、議員が有権者の要求に従うか否かは、問題に対
する自身の関心の強度と有権者のそれを比較して決断を下すことを示している O 議員
の意思が確国としている場合、有権者の関心が継続すると考えられず、無視しでも
し支えない程度と判断されれば、議員は有権者を無視して自身の立場に従うことにな
る九各地の権利章典擁護委員会は、その多くが有志によるアドホックな委員会であ
り、活動を継続させるための会員と財源を保障されているわけではない。従って、活
発な活動が継続できるかは、メンバーがどれだけ強く市民的自由・プライパシーの擁
護に対-する関心を持ち続けられるかにかかっているOメンバーが関心を後退させれば、
BORDCからの行動メールに応じて議員に働きかけを行う強度も低下し、議員の市民
的自由に対する関心も失われることが予想されよう O
終主主
このように9・1は、政府が情報技術を用いて市民への監視を強める契機であった
だけではなく、権利章典擁護運動に代表されるように、情報技術を武器に政府や議会
の活動を監視し返すことで対抗する市民主導の民主主義を活発化させる契機でもあっ
た。
BORDCの活動は、当初は主要メディアで取り上げられなくても、ウェブ上に参入
することで地理的墜を越えて運動の担い手・支持者を獲得でき、ウェブ上でノウハウ
や最新の情報をメンバーに迅速に提供できたため、低コストで運動を拡大させること
ができた。また、インターネットの双方向性は、 BORDCはメンバーから提供された
情報をウェブページに掲載して共有を図ることを可能にし、メンバーはBORDCから
ウェブページや行動メールを通じて最新情報を得て、適切な時期に効果的な行動が可
能になったように、アイデイアの共有を促進させることで運動の拡大・深化に貢献し
たのである O
権利章典擁護運動の高揚は、連邦議会議員に、テロ対策によって市民的自由が犠牲
にされることを訟をく憂癒する有権者の存在を意識させた。その結果、主に愛国者法に
反対票を投じた共和党下院議員と、「テロに甘い」と批判を受けることを恐れて行動
を控えていた上下院の民主党議員を、愛国者法の改正に向かわせる政治力学を形成し
たのである O
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しかし、権利章典擁護運動が、草の根の意思を実際に国政レベルの立法に繋げら
れるかは、①運動を共和党の支持基盤地域に拡大して委員会委員長や党指導部を取
り込めるか、②各地の権利章典擁護委員会が連邦議会議員に、彼らの要求を熊祝し
たら選挙で制裁を受けることを意識させられるような力強い働きかけを継続できるか
に、多くがかかっているO 連邦議会で愛国者法の更新をめぐる審議が続く 2005年は、
権利章典擁護運動の担い手にとって、草の根の意思をliI政レベルの立法に反映させる
好機であり、その底力が試される重要な一年となろう O
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